
社会・援護局長 説明資料

平成１８年５月１５日

全国福祉事務所長会議
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被 保 護 世 帯 数 、 被 保 護 人 員 、 保 護 率 の 年 次 推 移
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資料：福祉行政報告例
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被保護人員数等の前年同月比の推移
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被保護人員数

保護開始人員数

対前年同月比（％）

年度

平成4年9月

開始人員数増加

平成8年5月

被保護人員数増加

平成15年9月

被保護人員数の
対前年同月比

ピーク（１０８．６）

平成15年11月

開始人員数減少

平成１８年1月現在

被保護人員数の
対前年同月比

（１０３．３）
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被保護人員の伸び率と失業率の推移
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平成7年 平成16年

総数 14.7 (100.0) 21.5 (146.0)

うち高齢者世帯 45.3 (100.0) 48.7 (107.6)

　　母子世帯 108.7 (100.0) 139.7 (128.6)

　　その他世帯
（傷病・障害者世帯を含む）

8.5 (100.0) 12.3 (144.7)

単位は‰、指数は平成7年を100としたもの。

世帯類型別世帯保護率の推移
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福祉事務所の設置状況等

福祉事務所の数

都道府県事務所管内の状況

（平成１１年３月） （平成１８年４月）

①人口 ２７，３９７，９３４（21.6％） １３，７２５，３２６（10.7％）

②面積（k㎡） ２６６，２８６（78.8％） １６１，５８５（47.8％）

③被保護世帯数 １２４，６０４（18.8％） ７４，５５７（ 7.5％）

④査察指導員数 ６７２（23.3％） ４０５（13.4％）

⑤現業員数 ２，２４２（15.5％） １，４９６（ 7.9％）

（平成１１年３月）

全体 １，１９８

都道府県 ３４０

市 ８５４

町村 ４

（平成１８年４月）

全体 １，２３３

都道府県 ２４６

市 ９７９

町村 ８

市町村の数

（平成１１年３月）

全体 ３，２３２

市 ６７０

町 １，９９４

村 ５６８

（平成１８年４月）

全体 １，８２０

市 ７７９

町 ８４４

村 １９７

括弧内は全国数に占める都道府県事務所が所管する区域等の割合

全国の数

・人口：国勢調査（１２年、１７年）

・面積：全国都道府県市区町村面積調（１６年度）

・被保護世帯：福祉行政報告例（１０、１６年度平均）

・査察指導員、現業員：現況調査（１０、１６年度）

平成１８年２月調査
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

福祉事務所数

被保護人員数

被保護世帯数

政令指定都市

中核市

東京都２３区

その他の市

都道府県

286,716
（28.7％）

126,800
(12.7%)

105,512
(10.6%)

367,805
(36.8%)

112,053
(11.2%)

404,616
(28.4%)

184,944
(13.0%)

137,484
(9.7%)

534,000
(37.5%)

162,352
(11.4%)

142
(11.6%)

57
(4.7%)

651
(53.3%)

324
(26.5%)

47
(3.8%)

地方自治体の種類別 被保護世帯数等の分布

６



７

‰ ‰ ‰ ‰

全国 7.0 11.1 4.1 三重県 4.7 6.8 2.1

北海道 15.4 22.9 7.5 滋賀県 4.2 5.6 1.4

青森県 11.0 15.3 4.3 京都府 14.3 18.3 4.0

岩手県 5.2 7.3 2.1 大阪府 11.4 23.2 11.8

宮城県 4.1 7.3 3.2 兵庫県 7.9 13.7 5.8

秋田県 7.0 10.6 3.6 奈良県 7.8 10.6 2.8

山形県 3.4 4.2 0.8 和歌山県 7.3 10.5 3.2

福島県 4.0 6.8 2.8 鳥取県 6.1 7.5 1.4

茨城県 3.1 5.2 2.1 島根県 4.5 5.2 0.7

栃木県 3.1 6.0 2.9 岡山県 6.9 9.7 2.8

群馬県 2.6 4.1 1.5 広島県 6.3 11.0 4.7

埼玉県 3.1 6.9 3.8 山口県 7.8 10.5 2.7

千葉県 3.2 7.1 3.9 徳島県 11.3 13.7 2.4

東京都 8.1 14.9 6.8 香川県 7.4 9.3 1.9

神奈川県 5.7 11.1 5.4 愛媛県 7.8 10.2 2.4

新潟県 3.2 5.2 2.0 高知県 15.3 19.9 4.6

富山県 2.0 2.2 0.2 福岡県 16.4 18.1 1.7

石川県 2.7 4.3 1.6 佐賀県 5.8 6.7 0.9

福井県 2.1 2.6 0.5 長崎県 10.8 14.5 3.7

山梨県 2.2 3.7 1.5 熊本県 7.5 8.2 0.7

長野県 2.3 3.1 0.8 大分県 9.4 12.6 3.2

岐阜県 2.0 3.0 1.0 宮崎県 8.5 11.1 2.6

静岡県 2.2 4.0 1.8 鹿児島県 10.5 13.8 3.3

愛知県 3.4 5.7 2.3 沖縄県 12.9 14.5 1.6

資料：福祉行政報告例

注：指定都市・中核市は都道府県に含む

地域別保護率（７年度、１６年度）

７年度 １６年度
７－１６
伸 び

７年度 １６年度
７－１６
伸 び



８

‰ ‰ ‰ ‰

全国 7.0 鳥取県 6.1 全国 11.1 熊本県 8.2

福岡県 16.4 佐賀県 5.8 大阪府 23.2 鳥取県 7.5

北海道 15.4 神奈川県 5.7 北海道 22.9 宮城県 7.3

高知県 15.3 岩手県 5.2 高知県 19.9 岩手県 7.3

京都府 14.3 三重県 4.7 京都府 18.3 千葉県 7.1

沖縄県 12.9 島根県 4.5 福岡県 18.1 埼玉県 6.9

大阪府 11.4 滋賀県 4.2 青森県 15.3 福島県 6.8

徳島県 11.3 宮城県 4.1 東京都 14.9 三重県 6.8

青森県 11.0 福島県 4.0 沖縄県 14.5 佐賀県 6.7

長崎県 10.8 山形県 3.4 長崎県 14.5 栃木県 6.0

鹿児島県 10.5 愛知県 3.4 鹿児島県 13.8 愛知県 5.7

大分県 9.4 千葉県 3.2 兵庫県 13.7 滋賀県 5.6

宮崎県 8.5 新潟県 3.2 徳島県 13.7 新潟県 5.2

東京都 8.1 茨城県 3.1 大分県 12.6 茨城県 5.2

兵庫県 7.9 栃木県 3.1 宮崎県 11.1 島根県 5.2

奈良県 7.8 埼玉県 3.1 神奈川県 11.1 石川県 4.3

山口県 7.8 石川県 2.7 広島県 11.0 山形県 4.2

愛媛県 7.8 群馬県 2.6 秋田県 10.6 群馬県 4.1

熊本県 7.5 長野県 2.3 奈良県 10.6 静岡県 4.0

香川県 7.4 山梨県 2.2 山口県 10.5 山梨県 3.7

和歌山県 7.3 静岡県 2.2 和歌山県 10.5 長野県 3.1

秋田県 7.0 福井県 2.1 愛媛県 10.2 岐阜県 3.0

岡山県 6.9 富山県 2.0 岡山県 9.7 福井県 2.6

広島県 6.3 岐阜県 2.0 香川県 9.3 富山県 2.2

資料：福祉行政報告例

注：指定都市・中核市は都道府県に含む

１６年度７年度

７年度、１６年度の保護率（高→低）



９

‰ ‰

全国 4.1 愛媛県 2.4

大阪府 11.8 徳島県 2.4

北海道 7.5 愛知県 2.3

東京都 6.8 茨城県 2.1

兵庫県 5.8 岩手県 2.1

神奈川県 5.4 三重県 2.1

広島県 4.7 新潟県 2.0

高知県 4.6 香川県 1.9

青森県 4.3 静岡県 1.8

京都府 4.0 福岡県 1.7

千葉県 3.9 石川県 1.6

埼玉県 3.8 沖縄県 1.6

長崎県 3.7 群馬県 1.5

秋田県 3.6 山梨県 1.5

鹿児島県 3.3 滋賀県 1.4

宮城県 3.2 鳥取県 1.4

大分県 3.2 岐阜県 1.0

和歌山県 3.2 佐賀県 0.9

栃木県 2.9 長野県 0.8

岡山県 2.8 山形県 0.8

奈良県 2.8 熊本県 0.7

福島県 2.8 島根県 0.7

山口県 2.7 福井県 0.5

宮崎県 2.6 富山県 0.2

資料：福祉行政報告例

注：指定都市・中核市は都道府県に含む

７－１６年度の伸び

７年度及び１６年度の保護率の増加幅（高→低）
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１０

県別保護率の状況（１）

（北海道、青森県、岩手県の比較）
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県別保護率の状況（２）

（長崎県、熊本県、大分県の比較）



確 認 書

生 活 保 護 の 適 正 化 に つ い て 、 国 は 、 関 係 者 協 議 会

に お い て 地 方 か ら 提 案 が あ り 、 両 者 が 一 致 し た 適 正

化 方 策 に つ い て 速 や か に 実 施 す る と と も に 、 地 方 は

生 活 保 護 の 適 正 化 に つ い て 真 摯 に 取 り 組 む 。

そ の 上 で 、 適 正 化 の 効 果 が 上 が ら な い 場 合 に は 、

国 と 地 方 は 必 要 な 改 革 に つ い て 早 急 に 検 討 し 、 実 施

す る 。

平 成 １ ７ 年 １ ２ 月 １ 日

厚 生 労 働 大 臣
川 崎 二 郎

全 国 知 事 会 会 長
麻 生 渡

全 国 市 長 会 会 長
山 出 保

内 閣 官 房 長 官
安 倍 晋 三

１２



１ 「生活保護行政を適正に運営するための手引」の活用

２ 地域の特性を踏まえた創意工夫のある生活保護行政

３ 自立支援プログラムの推進

４ 福祉事務所組織の活性化

福祉事務所に期待する当面の取組
－ 生活保護の適正化は、国、地方共通の課題 －

１３



自立支援プログラムの策定状況

• 平成17年度の実績 • 平成18年度

方針：全自治体で策定

自治体のプログラム策定予定
（4月時点まとめ）

【ハローワークとの連携事業の実施状況】

※平成17年12月末現在

【自治体のプログラム策定状況】

66%

34% 策定済

策定なし

285自治体

543自治体

65%

35% 支援実績あり

支援実績なし
541自治体

287自治体

18%

33%

49%

策定済

策定予定

未定

287自治体

157自治体

413自治体

１４



自 立 支 援 へ の 取 組 の 状 況

１ 自 立 支 援 プ ロ グ ラ ム の 策 定 状 況 （ 平 成 １ ７ 年 １ ２ 月 現 在 ）

○ 保 護 の 実 施 自 治 体 全 ８ ２ ８ の う ち 、 プ ロ グ ラ ム を 策 定 し て い る 自 治 体 は ２ ８ ５

○ 策 定 さ れ て い る プ ロ グ ラ ム は ５ ８ ５
【 内 訳 】

就 労 支 援 関 係 ３ １ １
日 常 生 活 自 立 関 係 ２ １ ４

（ 例 ： 長 期 入 院 か ら の 退 院 促 進 等 ）
社 会 生 活 自 立 関 係 ７ ０

（ 例 ： 福 祉 ・ 環 境 等 の 地 域 貢 献 活 動 へ の 参 加 等 ）

２ ハ ロ ー ワ ー ク に お け る 生 活 保 護 受 給 者 等 就 労 支 援 事 業 の 実 施 状 況
（ 平 成 １ ８ 年 ３ 月 現 在 ）

支 援 対 象 者 数 支 援 開 始 者 数 支 援 終 了 者 数

①

う ち 就 職 者 ②

9,011 7,309 4,553 3,007生 活 保 護 受 給 者

（ 注 ） 支 援 開 始 者 数 ① に 占 め る 就 職 者 数 ② の 割 合 は ４ １ ． １ ％ と な っ て い る 。

１５



医療扶助

• 生活保護費の半分は
医療扶助

• 医療扶助の内訳は、入
院が6割、入院のうち、
精神疾患が4割

その他
 232億円
（0.8％）

住宅扶助
3.272億円
（13.0％）

介護扶助
451億円
（1.8％）

生活扶助
8.451億円
（33.5％）

医療扶助
1.3兆円
（50.9％）

※平成17年度予算ベース

生活保護費 計２兆５２５０億円

入院外
5,049億円

39.3％

入院
7,789億円

60.7％

精神疾患
3,217億円
　41．3％

その他
4,572億円

58.7％

１６



生活保護の医療の特徴

• 生活保護の医療は国民健康保険と比較すると

入院の割合が高い

入院は

－1日当たり医療費は低く、1件当たり日数は多い

－1件当たり医療費は、国民健康保険の0.9倍

入院外（医科）は

－1日当たり医療費は同等、1件当たり日数は多い

－1件当たり医療費は、国民健康保険の1.４倍

• 精神入院患者の2割が生活保護

－条件が整えば退院可能な患者7万人。うち生活保護は2割

１７
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